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要 旨 

東京湾の本市の海域における化学的酸素要求量（COD）が近年上昇傾向にあり、B 類型の環境基準を超過してい

る状況が継続している。この要因を解明し、環境基準達成に向けた施策へ活用することを目的に、既存データの解

析、新たな環境調査及び解析を実施した。その結果、COD の高濃度化には、温暖期における植物プランクトンの増

殖、いわゆる内部生産が強く寄与していること、一部で成層化が影響していることが示唆された。一方で、2 日間

の降雨による影響については一定の傾向が見いだせなかった。 
 
キーワード：COD、内部生産、植物プランクトン 
Key words：COD , internal production, phytoplankton 
 
１ はじめに 
東京湾における水質は改善が進んできたものの、いま

だにB類型の海域の一部において環境基準に適合してい

ない現状がある。本市においても図１に示すとおりＢ類

型である浮島沖、東扇島沖、扇島沖において、COD 年間

75%値は 2012 年度から上昇傾向にあり、2019 年度以降

は低下傾向にあるものの、依然として環境基準である

3mg/L に適合していない状況が継続している 1)。なお、

海域の生活環境項目の環境基準は水域ごとで評価するこ

ととされており、本市の測定地点が含まれる水域は他自

治体にまたがっている。この報文では、測定地点ごとに

環境基準値と比較し、環境基準値以下の場合には「適合」

という表現を用いている。 
COD の上昇要因としては、工場・事業場や家庭等から

の COD 汚濁負荷による一次汚濁、窒素やリンを栄養源

として植物プランクトンが増殖するいわゆる内部生産に

よる二次汚濁がある。これらに影響を与える要因として、

水温や塩分の鉛直分布に躍層が発生することによる成層

化、豪雨時における河川からの土砂の流入、下水処理場

からの越流水の流入による汚濁負荷量の増加、汚濁負荷

中の難分解性有機物の増加等が挙げられる。 
一次汚濁については、下水道業、産業系からの COD

の汚濁負荷量（図２）及び流入河川におけるCOD（図３）

は近年横ばいである。一方、二次汚濁である内部生産に

よる COD への影響については従来から研究事例がある

が 2) , 3) , 4)、本市海域における事例はなく、実態が明らか

ではない。そこで本市海域において内部生産が COD 上

昇に及ぼす影響について、観測調査・解析を行うととも

に、過去の観測データを用いて解析し、解明を試みた。 
 
 
 
 

 
 

 
図１ 川崎市のB 類型におけるCOD75％値の推移 
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図２ 川崎市におけるCOD の汚濁負荷量 

（川崎市水質年報のデータを使用して作成） 
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図３ 流入河川のCOD の年平均値 

（神奈川県水質調査年表のデータを使用して作成） 
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２ 調査・解析方法 
2.1 既存の調査項目との関連性 
 COD の上昇と関係がある水質調査項目を調べるため

に、COD と日射量、水温、クロロフィル a、溶存酸素、

全窒素、全燐の上層について 2000～2022 年度の経年推移

を調べた。図１に 2008～2023 年度の川崎市の B 類型に

おけるCOD75％値の推移を示しているが、本市のＢ類型

3地点のCOD75％値の推移は非常に類似していることか

ら、以降は流入河川である多摩川に最も近い浮島沖(S1)
のデータを用いて解析した。 
 
2.2 有機物等の調査及び解析 
 内部生産が COD の高濃度化へ与える影響について調

べるために、溶存態COD（D-COD）を測定してCOD か

ら減じて懸濁態 COD（P-COD）を算出し、COD との相

関を調べた。内部生産によって増殖した植物プランクト

ンは粒子態で存在しているため 5)、植物プランクトンの

増殖によるCOD の高濃度化は、P-COD に反映されると

仮定した。D-COD は、採水した試料水をガラス繊維ろ紙

（孔径 1.2μm で直径 47mm）でろ過後、ろ液を JISK0102
に準拠して分析した結果を用いた。また、植物プランク

トンの栄養源となる溶存態全窒素（D-TN）、溶存態全燐

も測定し、COD 高濃度化のメカニズムを考察する基礎資

料とした。調査期間は2022年5月～2023年12月である。

調査地点は図４の S1～S6 であり、調査項目と地点は表

１のとおりである。 

横浜市

東京都

川崎市

 
図４ 調査地点 

表１ 溶存態COD 等の調査地点 
調査項目 調査地点 採取水深 

溶存態COD S1～S6 上層・下層 
溶存態全窒素 S2,S3 上層のみ 
溶存態全燐 S2,S3 上層のみ 

 
2.3 近隣地点の調査結果との比較 
 2.3.1 COD の経年推移の類似性 
 本市の海域の外部からの影響を調べるために、図５に

示す地点における観測データ 6)、7)、8)、9)を用いて 2008～
2022 年度のCOD75%水質値の経年推移を比較した。 

 
図５ 近隣調査地点 

 2.3.2 内部生産の影響 
 本市の 2021 年度以前の内部生産の影響の状況を推定

するために、以前からD-COD の観測データがある S1 近
傍の東京都の定点観測地点（図５のT3）のデータを用い

て 2011～2021 年度におけるCOD、P-COD 及びクロロフ

ィル a の関係を解析した。 
 
2.4 成層化の影響 
 一般に、夏季には表層の海水は温められ、水温が高く、

塩分が低い水が表層に集まる。その結果、上層と下層の

海水の密度差が大きくなり、鉛直方向の対流が抑制され

成層が形成される。成層化により、上層で増殖した植物

プランクトンの下層方向への拡散が抑制されて COD の

高濃度化を強めている可能性がある 10）。成層が強く壊れ

にくいと、上層で発生した植物プランクトンが拡散しに

くくなり、上層の COD がより高濃度化すると仮定し、

成層化と COD との関連性を調べた。図６に成層が形成

されているときの水温の鉛直分布を示す。成層化の条件

として、鉛直方向 1m につき 1℃以上の水温変化が生じ

た月を成層化した月とした。 
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成層なし（2022 年 4 月） 成層が形成（2022 年 8 月） 

図６ 水温の鉛直分布（S1） 
 

S1 浮島沖 
S2 東扇島沖 
S3 京浜運河千鳥町 
S4 東扇島防波堤西 
S5 京浜運河扇町 
S6 扇島沖 

多摩川 

鶴見川 

S1 浮島沖 
S2 東扇島沖 
S6 扇島沖 
T1 St.08（東京都） 
T2 St.25（東京都） 
T3 St.35（東京都） 
C1 東京湾8（千葉県） 
C2  東京湾9（千葉県） 
C3  東京湾15（千葉県） 
Y1 本牧沖（横浜市） 
Y2 富岡沖（横浜市） 
Y3 平潟湾沖（横浜市） 
K1 大津港（神奈川県） 
K2 浦賀港内（神奈川県） 
K3 久里浜港内（神奈川県） 
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2.5 流入河川からの影響 
2.5.1 COD の関係性 
 東京湾における本市海域近傍の流入河川として多摩

川、鶴見川があり、北部には荒川と隅田川がある。2001
～2022 年度における各流入河川とその河口付近の海域

のCOD1)、6)を比較し、関係性を調べた。 
 
2.5.2 降雨による流入河川からの影響 
 降雨後に流入河川から土砂や下水越流水の影響を受け

る可能性があることから、直近 4 年間（2019~2022 年度）

における横浜気象台の降水量 11)と流入河川に最も近い

S1 のCOD の関係を調べた。降水量は、降雨との影響が

残っていると推測される調査前日及び前 2 日間の降水量

とした。 
 
３ 結果及び考察 
3.1 既存の調査項目との関連性 

COD、全窒素、全燐、水温、クロロフィル a について

2000～2022 年度における S1 の各月測定結果の 3 年平均

値推移を図７に示す。COD の年間 75％値が上昇傾向に

転じた 2012 年度以降において、COD は 4 月～12 月に、

クロロフィル a は 4 月～11 月に上昇傾向が見られたが、

全窒素、全燐及び水温は明確な上昇傾向は見られなかっ

た。春季から秋季にかけては植物プランクトンが増殖し

やすい時期であり、クロロフィル a が上昇していること

から、COD の上昇の一因が植物プランクトンの増殖であ

る可能性がある。逆に冬季には植物プランクトンの増殖

が抑制されるため、COD は低い数値で安定していたとの

見方とも矛盾しない。以上から、温暖期の COD 上昇に

植物プランクトンの増加（内部生産）が影響を与えてい

る可能性が示唆された。 
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図 7-1 COD（上層）の経年変化 
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図 7-2 全窒素（上層）の経年変化 
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図 7-3 全燐（上層）の経年変化 

0

5

10

15

20

25

30

4 5 6℃

0

5

10

15

20

25

30

2000-

2002

2005-

2007

2010-

2012

2015-

2017

2020-

2022

10 11 12℃

0

5

10

15

20

25

30

7 8 9℃

0

5

10

15

20

25

30

2000-

2002

2005-

2007

2010-

2012

2015-

2017

2020-

2022

1 2 3℃

 
図 7-4 水温（上層）の経年変化 
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図 7-5 クロロフィル a（上層）の経年変化 

※凡例の数字は月を示す。 
 
3.2 有機物等の調査及び解析 
 S1におけるCODとP-COD及びD-CODの経月変化及

び COD と P-COD との相関、P-COD とクロロフィル a
（Chl.a）の経月変化及び P-COD と Chl.a との相関を図

8-1 に示す。４月～９月においてCOD が上昇する月には

P-COD も上昇しており、両者には強い正の相関がみられ

た。また、植物プランクトンの指標であるChl.a とP-COD
の間にも強い正の相関がみられた。以上から、温暖期の

COD の高濃度化にはChl.a の濃度上昇、すなわち、内部

生産が強く寄与しているといえる。また、東扇島沖（S2）
におけるP-COD とD-TN、P-COD とD-TP を図 8-2 に示

す。S1 でD-TN、D-TP の測定は実施していないため、こ

こでは S2 のデータを用いた。P-COD と D-TN について

強い負の相関はみられず、またP-COD とD-TP は相関が

低かった。今回の結果からは、それぞれの関係について

結論づけることはできなかった。 
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図 8-1 P-COD とCOD、クロロフィル a との関係（S1） 
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図 8-2 P-COD とD-TN、D-TP の関係（S2） 

 
3.3 近隣地点の調査結果との比較 
 3.3.1 COD の経年推移の類似性 
 結果を図９及び表２に示す。S1 との相関については、

K1～K3、T1～T3 との間に正の相関があり、T1 は 2008
年度以降に、T2 は 2012 年度以降に、T3 は 2015 年度以

降に強い相関がみられた。T1、T2 は荒川及び隅田川の河

口付近に、T3 は多摩川の河口付近に位置しているため、

河川からの流入の影響を受けやすいという点で本市の調

査地点と類似している。T2、T3 は本市の上昇傾向が始ま

った 2012 年度以降の相関が特に強かったことも合わせ

ると、上昇要因が類似している可能性があると推察され

るため、今後も COD 及びその関連項目の挙動に注目し

ていく必要がある。なお、K1～K3 は全期間で相関係数

は高かったが、濃度が比較的低く、流入河川も近傍にな

いため S1～S3 との周辺環境の類似性が低く、上昇要因

の関係性は低いと推察される。 
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図９ COD75%値の経年推移 
 

表２ COD75%値の S1 との相関係数 
期間 Y1 Y2 Y3 K1 K2 K3 C1 C2 C3 T1 T2 T3

2008-2022 -0.25 0.19 0.06 0.78 0.84 0.87 -0.22 0.10 -0.19 0.74 0.58 0.56
2012-2022 0.06 0.22 0.13 0.71 0.80 0.85 -0.24 -0.43 -0.50 0.62 0.78 0.51
2015-2022 0.12 0.25 0.23 0.56 0.84 0.85 -0.38 -0.23 0.04 0.45 0.87 0.72  
 
 3.3.2 内部生産の影響 
 結果を図 10 に示す。2022 年度におけるCOD に対する

D-COD の比率は非常に近い傾向にあることから、T3 の

傾向から過去の S1 の状況を推測できる可能性がある。

2011～2022 年度のT3 における COD と P-COD、P-COD
とクロロフィル a の間にはいずれも強い正の相関がある

ことから、S1 も 2021 年度以前についても同様にCOD の

高濃度化には植物プランクトンの増殖が強く寄与してい

る可能性がある。 
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図 10-1 COD に占めるD-COD の比率（2022 年度） 

※S1は測定月の5月～12月のデータを表示 
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図 10-2 P-COD とCOD 及びクロロフィル a との相関 

（2011～2022 年度）（T3） 
 
3.4 成層化の影響 
 S1 における成層化とCOD の関係を図 11 に示す。上層

の COD が 4.2mg/L を超える月数が、成層化が生じてい

た月の 81%（13/16)を占め、成層化が生じていると高濃

度の COD が出現しやすい傾向にあった。ここで、COD 
4.2 mg/L とは、2019~2023 年度の S1 下層のCOD の平均

値が 1.8 mg/L であったため、上下層平均をとった際にB
類型の環境基準（3mg/L）を超過する値である。一方、

成層化が生じていない月でも上層の COD が 4.2mg/L を

超える月数は、48%（12/25)を占めていた。 

 
3.5 流入河川からの影響 
3.5.1 COD の関係性 

COD の年平均値の推移を図 12 に示す。図 12-1（上層）

では、S1 はT3 と挙動が類似しており、2012 から上昇傾

向を示し、2017 年度以降は多摩川と同程度の濃度レベル

で推移している。流入河川の多摩川及び荒川は、2012 年
度までは同程度の濃度で、S1、T3 より 1mg/L 程度高い

濃度レベルで推移していたが、2012 年以降は多摩川が横

ばいであるのに対し、荒川は多摩川より 1～2mg/L 程度

高い状態で推移している。T3 に対する荒川からの影響に

ついては、荒川に比較的近いT1 とT2 は荒川と同様にこ

の 20 年間で濃度は大きく変化していないため、荒川に近

い挙動を示しているといえるが、T3 は T1 及び T2 より

も S1 に近い挙動を示しているため、荒川よりも多摩川

の影響を受けやすいと推察される。図 11-2（下層）では、

S1 は、T3 とほぼ同じ濃度で推移しており、増減の傾向

は T2 とも類似していた。採取水深が S1 は 26m、T3 は

26m とほぼ同じであるためである。一方 T1 の採取水深

は６ｍ、T2 は 15m であり、T3 よりも上層の影響を受け

てやや高いものと考えられる。また、S1 の 2016 年度以

降の上昇及び下降の傾向は、多摩川よりむしろ荒川に類

似していたが、荒川に一番近い T1 の挙動が荒川と類似

していないことから、荒川の影響が T3 まで及んでいる

ことは、このデータからでは言い難い。 
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図 12-1 流入河川及び海域のCOD の年平均値の推移 

（上層） 
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図 12-2 流入河川及び海域のCOD の年平均値の推移 

（下層） 
 

3.5.2 降雨による流入河川からの影響 
 直近 4 年間（2019~2022 年度）における S1 のCOD（上

下層平均）と横浜気象台における降水量を図 13 に示す。

COD 測定のための試料採取は降雨の影響のない日に実

施しているため、前日降水量はほぼ 0 であり、降雨の翌

日に試料採取を実施した日はほぼなかった。また、前 2
日間降水量の大半は 0～20mm に分布している一方で、

COD（上下層平均）は 1～5mg/L に一様に分布していた。

このデータからは前 2 日までの降雨が COD の高濃度化

へ及ぼす影響はみられなかった。 
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図 11 成層化とCOD の関係 

川崎市環境総合研究所年報　第12号　2024

65



 

0
1
2
3
4
5
6

0 20 40 60 80 100

前日降水量
２日間降水量

CO
D（

上
下
層
平
均
）

降水量(mm)

mg/L

 
図 13 降水量とCOD 

 
４ まとめ 
東京湾における本市の水域における COD の上昇要因

を解析した。 
温暖期におけるCOD の高濃度化は、P-COD の高濃度

化が強く影響していることがわかった。これは、近隣地

点における 10 年間の傾向と一致しており、内部生産によ

る COD の上昇は本市における特殊な状況ではなく、近

隣の水域で共通した事象であるといえる。 
成層化が COD 高濃度化へ及ぼす影響について調べた

結果、鉛直方向 1m につき 1℃の水温変化が生じた場合

に成層化が生じているという条件で絞り込んだところ、

成層化が生じているときは、上層の COD が 4.2mg/L を

超える高濃度化が生じていた月が比較的多くみられた。 
 降雨による影響について調べたところ、前日及び 2 日
前の降雨による COD の高濃度化への影響は特に見られ

なかった。 
  
５ 今後の解析 
 今後、以下の調査・解析を段階的に進める予定である。 
内部生産が COD の高濃度化へ及ぼす影響については、

P-COD を継続して調査することにより寄与を把握する。

成層化の影響に関わる解析について、今回は鉛直方向 1
ｍにつき 1℃以上の水温変化が生じたときを成層化とし

たが、今後は成層化の条件についての解析を深めていく。

具体的には成層の強さを把握するため、水温躍層の深度、

密度差を考慮した成層の安定性を調べ、COD の高濃度化

との関係性を調べる。また、流域河川からの栄養塩の影

響に関わる解析について、近傍の流入河川（多摩川、隅

田川、荒川）の流量と海域における栄養塩の量の関係性

を調べる。また、難分解性有機物等の影響について新た

な知見を得るために、溶存態 COD 中の易分解性溶存態

COD と難分解性溶存態COD の割合を調べる。また、先

行事例 13),14),15)を参考にして溶存性有機炭素の起源を調べ

る。 
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